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〔
告

示
〕

〇
そ
の
電
気
通
信
事
業
の
用
に
供
す
る
電
気

通
信
設
備
を
適
正
に
管
理
す
べ
き
電
気
通

信
事
業
者
を
告
示
す
る
件
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
総
務
一
九
九
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ
き
同
法
別
表

第
一
の
五
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
活
動
を

定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
法
務
一
七
八
）

〇
細
菌
兵
器
（
生
物
兵
器
）
及
び
毒
素
兵
器

の
開
発
、
生
産
及
び
貯
蔵
の
禁
止
並
び
に

廃
棄
に
関
す
る
条
約
へ
の
サ
モ
ア
独
立
国

の
加
入
に
関
す
る
件
（
外
務
二
〇
九
）

〇
人
材
育
成
奨
学
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関

す
る
日
本
国
政
府
と
ミ
ャ
ン
マ
ー
連
邦
共

和
国
政
府
と
の
間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す

る
件
（
同
二
一
〇
）

〇
著
作
権
法
第
三
十
七
条
第
三
項
の
視
覚
障

害
者
等
の
た
め
の
複
製
又
は
自
動
公
衆
送

信
が
認
め
ら
れ
る
者
の
指
定
の
件

（
文
化
庁
六
六
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
三
二
三
〜
一
三
二
九
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
と
と

も
に
、
直
轄
砂
防
工
事
を
施
行
す
る
件

（
国
土
交
通
七
四
一
、
七
四
二
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
七
四
三
）

会
社
そ
の
他

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
七
四
四
）

〇
直
轄
砂
防
設
備
工
事
を
終
了
し
た
件

（
同
七
四
五
）

〇
航
路
標
識
に
関
す
る
件

（
海
上
保
安
庁
四
二
〜
四
五
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

〔
皇
室
事
項
〕

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁土

地
改
良
区
の
定
款
変
更
の
認
可
（
北
上

川
沿
岸
中
田
地
区
・
迫
川
上
流
）、
建
設

業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

厚
生
年
金
基
金
清
算
結
了
・
清
算
人
退
任

関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
関
係


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